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　昭和30～40年代へかけての高度経済成長はケインズ政策の勝利と考えられ
た。潜在成長力を備えた国民経済，とくに日本の場合には総需要喚起策を行え
ぽ，経済は拡大・成長を続け，国際収支の壁（貿易赤字）にぶつかれぽ引締め
政策をとることによって，これを修正し，再び緩和政策をとることを通して景
気を回復させるという過程をとりつつ，実質10％前後の高い成長を維持してき
たのである。ところが，経済成長は製造工業を中心に進められたために，生産
過程において生ずる大気汚染・水質汚濁＝自然環境の破壊が，昭和40年代初期
から公害問題として社会的に取上げられることになった。国民所得の増茄が経
済厚生（福祉）を高めるという考え方を基底とする経済成長の促進は，この公
害問題によって批判されることになり，経済成長政策に手を貸した経済学は経
済厚生問題との関連において非力なン・し無力であるとさえいわれるようになっ
た。しかし経済学は経験科学である。このような新しい社会・経済現象に直面
して，経済学は遅れぽせ乍ら，公害問題を外部不経済ないしは社会的費用と規
定し，これを制度的に私的費用化し，供給曲線に組み入れることによって，、市
場経済ひいてはこれを対象とする経済学の中で取扱いうるようにしたのであ
る。
　さらに，昭和48年には第一次オイル・ショックが生じ，資源の有限性と経済
（節約）本来の在り方をわれわれに改めて認識させることになった。石油価格
の値上りによる物価高（インフレ）は，一方における総需要管理策と，他方に
おける物価高のデフレ効果を通して，経済を不況（先進国の平均成長率はほと
んどゼロ）に導くことになったが，これは省エネ（石油）政策が功を奏して克
服され，回復過程に転換する兆しが生じていた。ところが，さらに昭和54年の
オイル・ショックのもとで，再び経済は低迷（先進国の平均成長率は1．3％）
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
し，しかも物価は高騰しつづけるという，いわゆるスタグフレーションに見舞
われることになった。そこで，たとえばわが国では，昭和48年の狂乱物価（21．8
％）に対して総需要管理策をとることによって昭和50年には消費者物価上昇率
9．4％となり，物価政策は一応の成功を収めたのである。それと共に景気も昭
和51年には底をつき，以後の緩和政策により回復過程を辿っていたのである
が，第二次オイル・ショックで再び低迷，いわゆる減速経済とか低成長時代と
いわれるような事態に陥り，ケイソズ政策の無力化さえも叫ばれる，きょうこ
の頃である。
　他方，欧米，とくにアメリカでは強度のスタグフレーションに見舞われ，政
府は不況克服か物価の鎮静化かの二者択一を迫られ，レ’tガン政権は後者を選
ぶことになった。その選択の裏には，ケインズ政策はスタグフレーション対策
としては無力であり，供給側面から克服すべきであるという，いわゆるサプラ
イサイダー的認識があるのである。すなわち第一の局面では物価高を抑制する
ために総需要削減，とくに通貨供給量を制限するというマネタリスト的考え方
による高金利政策を実施した。その結果，アメリカ経済は昭和56年の消費者物
価上昇率10．4％から昭和57年11月には4．6％に下がることになちた。ところが，
失業率V＊　7．6％からさらtlL　10．　7％へと上昇したのである。次に第二の局面とし
て，そのような事態に直面したならぽ，従来のケインズ政策では総需要喚起策
をとるのであるが，レーガン政権は景気の回復を市場のメカニズムに任せると
いう姿勢を取り続けてきた。これがいわゆるレーガノミックスないしはサプラ
イサイド・エコノミックスの考え方である。英国のサッチャー政権のもとでも
同様な政策の結果，昭和55年の消費者物価上昇率18％から，昭和57年11月には
6．3％に下がり，他方，失業率は6，9％から12．5％に増大することになった。世
に，レーガノミックスやサッチャーイズムは失敗であるといわれているが，供
給側面からの効果が短期には生じえないことは周知の通りであり，2～3年の
推移で功罪を判断することは尚早というべきであろう。
　ともあれ，このようなもとでは物価鎮静化の代償として不況を甘受せざるを
えないのであるから，勢い税収も減少せざるをえない。それゆえこのような関
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連においても，否応なしに政府活動を削減（安価な政府化）する方向に進めな
けれぽならず，高度経済成長期にぼらまかれた福祉主義の見直し，手直しが必
要になることはいうまでもない。
　，日本はどうであろうか？　故大平首相以来，「安価な政府」は一つの目標と
なっているように思われる。しかし，（1）わが国の長期（昭和55～57年）経済成
長力が4～5％と見積もられるような実情のもとでは，もちろんかつての高度
成長時代とは異なるとはいえ，アメリカやイギリスとも根本的に異っているこ
と，②深刻なスタグフレーションを経験しているとはいえないこと，（3）社会補
償制度や社会資本の整備が欧米先進国にくらべて劣っていることなどを思いあ
わせるならぽ，いまだ安価な政府化を云々する段階にあるとはいえない。さら
にケインズ政策が，アメリカやイギリスのように非力であると結論づけること
も尚早であろう。なるほど，これまでの石油の高価格やアメリカの高金利政策
によって先導された世界不況と保護主義的傾向のもとでは緩和政策をとって
も，輸出は伸びず，伸びたとしても貿易摩擦の問題に悩まされなけれぽならな
かったことは事実である。福祉の行き過ぎや消費の表面上の停滞も指摘される
通りであろう。だが消費革新が予想もしない方向から生ずることは歴史の示す
ところである。またわが国の潜在成長力ならびに最近の石油価格の値下げやア
メリカの金利低下傾向によって先導されると期待される世界不況からの回復の
兆しなどに関連していえぽ，総需要喚起策をとることによって，日本→世界的
景気回復の推進役を果たすことこそ，現時点におけるわが国のベターな姿勢で
あるというのが筆者の管見である。
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